
問われていますからね。引き続きそれをしっか
り訴えながらやっていきたいと思います。政策
を実現するためには、県議会もそうですし、県
民の皆さんのご理解とご支援が必要です。これ
からも皆さんと一緒になって政策を実現してい
きたいと思っています。
　――5人の候補者と戦いましたが、低投票率
でした。各候補の主張を聞きましたが、議論が
噛み合いませんでしたね。
　大村　確かに。国政政党の推薦を受けた方は、
私以外に１人だけでした。このため実際に政策
を嚙合わせるというのは難しかったということ
です。選挙の構図自体が政策論争にならなかっ
たですね、残念ですが。投票率は勝負が決まっ
ているから投票に行かなくてもいいのでは空気
が満ち満ちてきますから。そして 1年で一番
寒い。投票率が上がらなかった面がありますね。
ただ、皆さんに努力していただいて前回を少し
上回ったのは 1つの成果ではないかと思って
います。
　――物価高、新型コロナウイルスの影響も続
いています。現状の県民生活や企業の経営状況
をどう見ていますか。また、対応策をお話しく
ださい。
　大村　愛知県の経済、産業についてです
が、私が県政を担うことになったのは２０１０
年度の終わりでした。そこから１０年経ち、
２０１９年度に県の経済総生産は２１％増えて
４１兆円となり、県民所得は東京に次いで全国
で２番目になりました。県で働いている方、就
業者数は雇用者、自営業者を合わせて２０１０
年度は３８０万人だったのが、１０年経って
２０１９年度が３５万人増えて４１５万人にな
りました。コロナの３年間も減っていないん
ですよ。愛知県の就業者は逆に３万人増えて
４１８万人です。したがって県の経済は活発に
なっていると思います。そして２０２１年度、
２２年度、２３年度の県税収入も増えています。
税収が増えるということは企業活動が活発だか
らということで、皆さんと一緒にやってきて、
経済は堅調に推移していると考えています。

　――一方で県民生活は厳しさを増していま
す。
　大村　言われるように足元の消費者物価が
４％上がっています。しかし、実際はもっと上
がっているのではないでしょうか。生活必需品、
食料品に電気代、ガス代も相当上がっています。
国民生活自体が苦しいと実感している方は多い
と思います。それを克服するためには賃上げが
必要です。ですから私は、利益を上げている企
業を回って働いている方の賃金をしっかり上げ
ていただきたい、と申し上げてきています。も
ちろん、賃金水準は労使の間で決まるものです
が、働いている方は生活者であり、賃上げが必
要です。上がった賃金は消費に回りますから産
業界にはぜひ実行していただきたいですね。
　――具体的には「三菱スペースジェット」の
開発断念が決まり、愛知の航空産業への影響も
大きく、ＥＶ（電気自動車）への加速化で、自
動車産業を支える下請けの厳しさも増すのでは
ないですか。
　大村　愛知県の基幹産業は日本の基幹産業で

　中原　知事選を振り返って所感を。
　大村知事　私は現職なので、選挙では３期
１２年の実績と今後の取り組み、抱負と政策を
訴えさせていただきました。10 年余りやって
きますと、実現することが多く、3期目には色々
な施設が完成してテープカットをしたりするこ
とが増えてきましてね。愛知県の将来構想はも
ちろんどんどん進めてきたと申し上げてきまし

たし、重点政策は３６０プラスワンを取り上げ
て主張してきました。12年間に実行したこと、
実現力をしっかりとアピールさせていただきま
した。
　――その主張が有権者に通じたということで
すか。
　大村　まあ、そうですね。政治、行政は政策
を実現、実行する力、いわば実行力、実現力が

大村愛知県知事が 4期目の決意

　愛知県知事選挙は 2 月 5 日に行われ、現職の大村秀章氏が１, ４５２, ６４８票（得票率
６７．５３％）で、次点の女性候補の２５１, ２６３票を大差で引き離して４回目の当選を果たした。
選挙は大村氏と５新人による戦いとなったが、投票率は過去５番目に低い３６．４３％だった。戦
後の愛知県知事では最長の桑原幹根氏（６期）に次いで、鈴木礼治氏（４期）＝いずれも故人＝に
並ぶ長丁場の県政運営を担うことに。「政策の実行力、実現力が問われている」と話す大村知事に
新たな任期に何をどう実現していくのか、4期目の決意を語ってもらった。

（聞き手は本誌編集顧問　中原　道文）

大村　秀章（おおむら・ひであき）
１９６０年愛知県碧南市生まれ。東京大学卒業後、
８２年農林水産省入省。徳島市部長、企画課課長補
佐などを経て、１９９６年に衆院議員に初当選、５
期連続当選。この間内閣府副大臣、厚生労働副大臣
などを歴任。１１年愛知県知事選に当選、４期連続
当選。

「産業、経済を強くし雇用を創出します」
「県と名古屋市は多くの事業で協力関係」


